
2019年9月、UACJは、「稼ぐ力の向上」「財務体質の改

善」「経営のスピードと質の向上」を柱とする事業構造改革

を公表しました。この改革を財務経理面から推進していく

ため、財務本部では資本効率の向上、キャッシュフロー管

理の強化、有利子負債削減などによる「財務基盤の強化」

に全力を注いでいます。

資本効率の向上については、当社の重要な経営指標で

あるROEの向上を実現するため、各事業部門において

ROICを指標とした事業管理の徹底・レベルアップを推

進、全社的な財務規律はD/Eレシオを指標として管理をし

ています。たとえば、ROIC管理の推進では、新中期経営

計画の策定のなかで、各事業部門別の投下資本（使用資

産額）と加重平均資本コスト（WACC）を基準とした社内

ハードルレートを提示しました。さらに各事業部門に資本

効率の理解向上と目標を認識してもらうため、私自身が

各事業部門の主要メンバーを対象に資本効率経営・

ROIC管理について説明するなど、資本効率管理に関する

社内のレベルアップにも力を注いでいます。

当社は海外市場で増加するアルミニウム需要に対応す

るため、2013年10月の経営統合以降、日本・米国・タイ

の製造拠点に大型投資を実行してきました。これにより

現在、日本・北米・東南アジアの3地域に大きな圧延能力

を有する世界でも有数のアルミニウム圧延会社となりまし

た。2018年度以降にタイ新工場の設備投資などの大型

投資がほぼ完了したことにともない、減価償却費等の固

定費負担が大幅に増加しました。これに加えて、米中貿易

摩擦による事業環境の変化や、新型コロナウイルス感染

拡大による影響を受けて、タイ新工場の生産・販売数量が

予定より後ろ倒しになるなど売上高が伸び悩んだ結果、

2018年度以降のROIC（営業利益ベース）は2％前後で

推移し、一時的に悪化しました。

財務状況についても、統合以来、大型投資の実行により

営業キャッシュ・フローを上回る投資キャッシュ・フローが

継続した結果、有利子負債が大幅に増加しました。しか

し、2019年度は、大型投資の工事完了による投資キャッ

シュ・フローの減少、営業キャッシュ・フローの好転に加え、

経営資源の集約を目的とした銅管事業の売却などによ

り、経営統合以来、初めてフリー・キャッシュ・フローを黒

字化することができました。有利子負債残高は、2018年

度末の3,751億円をピークに、2020年度末は3,358億

円（393億円削減）へと圧縮しました。財務健全性の指標

とするD/Eレシオは、2020年度末1.6倍（劣後ローン資

本性考慮）とぜい弱な財務状況が続いていますが、構造改

革および第３次中期経営計画の重要課題に「財務体質の

ル操業などにより、営業利益の向上・資本効率やフリー・

キャッシュ・フローの好転を図り、収益力の強化・財務基盤

の改善を実現していきます。

当社は、2021年5月に“長期経営ビジョン・第3次中期

経営計画”を公表し、2023年度までの損益・財務目標と

2030年度に目指す水準を明確にしました。現在、海外市

改善・財務規律の徹底」を掲げ、全社を挙げて財務基盤の

強化に取り組んでいます。今後も事業管理指標である

ROICを、各事業部門の一人ひとりがより強く意識してい

ただくことにより、損益向上はもちろんキャッシュ・フロー

の向上も可能となると考えています。

足下の状況は、依然コロナ禍による影響が懸念されま

すが、世界的なアルミニウム缶需要の拡大、自動車向けア

ルミニウム材の需要増加といったプラス要因もあります。

今後もタイ工場の生産・販売数量の増加、米国工場のフ

ス）6.0％としています。2021年度以降は、旺盛な需要環

境を背景に生産・販売数量の増加・工場稼働率の上昇に

よって、資本効率を急速に改善できると考えています。ま

た、UATH※1業績の黒字化など赤字事業会社がなくなる

ことで連結最終利益が好転し、ROEの向上を実現できる

見通しです。

財務体質については、第3次中期経営計画期間中の営

業キャッシュ・フロー総額を1,400億円、投資キャッシュ・

フロー780億円、差額620億円を株主還元・有利子負債

場を中心に環境への対応に対する意識の高まりを背景

に、アルミニウム缶の需要が大幅に増加し、EVをはじめ

自動車向けアルミニウム材の採用が拡大するなど、アルミ

ニウム圧延材の需要は大幅に増加しています。これまで

日本・米国・タイで実施してきた積極的な能力増強が今後

の事業成長に大きく寄与し、資本効率・財務体質の改善

につながるものと考えています。　

第3次中期経営計画では、2023年度の目標数値を連

結経常利益250億円、ROE7.5％、ROIC（営業利益ベー

現状の財務体質
財務基盤強化への意識向上に向けて

削減に充当する計画です。特に投資計画については、同

期間内の減価償却費を1,078億円（予想）に対して約

70％程度とします。そして、2023年度末の有利子負債残

高目標は2,800億円以下としています。

当社は統合以来、需要増加に備えた能力増強投資を続

けてきましたが、大型投資が一巡したことに加え、今後は

構造改革によって強化された収益力と大型投資の事業貢

献による営業キャッシュ・フローの増加などでフリー・キャッ

シュ・フローが好転し、有利子負債の削減・財務基盤の改

善が進むと見込んでいます。さらに損益好転による株主資

本の積み増しも期待できることから、2023年度末でD/E

レシオ1.2倍以下（劣後ローン資本性考慮後）を目標として

います。2023年度以降も利益創出による株主資本の積み

上げ、フリー・キャッシュ・フローの確保による有利子負債の

削減を進め、D/Eレシオ1倍以下の早期実現を目指します。

今回公表した長期経営ビジョンでは2030年度の目標と

する資本効率・財務状況をROE、ROIC（営業利益ベース）

ともに10％以上としています。この実現に向けて、第3次

中期経営計画の目標達成に全力を尽くします。

北米地域でのアルミニウム缶やEV等の自動車向けアル

ミニウム部品など、アルミニウム需要が大幅に増えると予

想されています。とりわけアルミニウム缶の需要は、2025

年度まで年率5％で増加し、2026年度以降もさらに増え

ていくと見られています。当社は、この予想される需要増

加に対して、2023年度まではすでに実施済みの増強能力

をフル活用することで応えられると考えています。他方、

2023年度以降に向けては、アルミニウム圧延メーカーに

とって大変大きな事業機会を捉えるためにも、さらなる能

力アップを含めて施策を検討しています。また、リサイクル

促進などの環境分野やDXなどへの投資も必要であると

考えています。実施に際しては、資本効率・社内ハードル

レートと照らしながら、財務基盤の強化とのバランスを

コントロールしていきます。

※1 UACJ (Thailand) Co., Ltd.

財務資源の配分については、「成長事業への投資」「株

主還元の実施」「財務体質の強化」を検討すべきポイントと

し、事業拡大を図りながら企業基盤の強化を進めていき

ます。

また、今回の“長期経営ビジョン・第３次中期経営計画”

では、非財務目標を設定し、企業の社会的責任を果たして

いくことを明確にしました。とりわけ環境・気候変動問題

に対する責任と将来目標を明確にし、その実現に向けて

企業活動を進めていくことは、アルミニウム圧延メーカー

としての重要な責務であり、そのための財務的資源の配

分も重要な検討課題と認識しています。

さらに新型コロナウイルスへの感染防止をはじめとする

リスクマネジメントの重要性を再認識し、どのような状況

下でも企業活動を維持できる財務基盤と迅速な経営情報

の提供、効率経営に向けた経費削減など、企業基盤強化・

企業価値向上の実現に注力します。

株主還元については、総還元性向を基準に、現在の中

期経営計画期間中は、配当性向20％～30％を目途とし、

安定的・継続的な実施を目指します。また、当社の大きな

課題である財務体質の改善とのバランスを取りながら、

資本効率・財務体質の改善を実現させ、株式価値の向上

を図り、総株主還元30％以上を実現したいと考えていま

す。なお、役員報酬体系には株主総利回り（TSR）を採用

し、株主還元を重要な経営指標と捉えています。

2020年度は新型コロナウイルス感染拡大による業績

への影響に加え、事業構造改革にともなう損失計上など

により、最終利益が赤字となり、配当を見送らせていただ

きました。株主の皆さまには大変申し訳ない気持ちです。

2021年度は国内全事業の回復、UATHの生産・販売増

加、米国事業の好調維持など業績の回復を実現し復配す

る計画です。現状の損益・財務状況は当初予想よりもさら

に好転しておりますので、どうぞご期待ください。

キャッシュ・フローの状況

ROEの推移
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資本効率・財務体質を早期に改善し、
株主価値・企業価値が高い組織へ

入社以来財務経理部門が長く、財務戦略を立案・実行。2020年
4月の組織改正に合わせて財務本部長に着任。経営統合後は海
外事業戦略、IRを担当し、海外投資案件の企画立案や資本市場
との対話を担当。2016年から2019年まで米国シカゴ駐在。

取締役兼常務執行役員 財務本部長

川島 輝夫

財務本部長メッセージ
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加に対して、2023年度まではすでに実施済みの増強能力

をフル活用することで応えられると考えています。他方、

2023年度以降に向けては、アルミニウム圧延メーカーに

とって大変大きな事業機会を捉えるためにも、さらなる能

力アップを含めて施策を検討しています。また、リサイクル

促進などの環境分野やDXなどへの投資も必要であると

考えています。実施に際しては、資本効率・社内ハードル

レートと照らしながら、財務基盤の強化とのバランスを

コントロールしていきます。

※1 UACJ (Thailand) Co., Ltd.

財務資源の配分については、「成長事業への投資」「株

主還元の実施」「財務体質の強化」を検討すべきポイントと

し、事業拡大を図りながら企業基盤の強化を進めていき

ます。

また、今回の“長期経営ビジョン・第３次中期経営計画”

では、非財務目標を設定し、企業の社会的責任を果たして

いくことを明確にしました。とりわけ環境・気候変動問題

に対する責任と将来目標を明確にし、その実現に向けて

企業活動を進めていくことは、アルミニウム圧延メーカー

としての重要な責務であり、そのための財務的資源の配

分も重要な検討課題と認識しています。

さらに新型コロナウイルスへの感染防止をはじめとする

リスクマネジメントの重要性を再認識し、どのような状況

下でも企業活動を維持できる財務基盤と迅速な経営情報

の提供、効率経営に向けた経費削減など、企業基盤強化・

企業価値向上の実現に注力します。

株主還元については、総還元性向を基準に、現在の中

期経営計画期間中は、配当性向20％～30％を目途とし、

安定的・継続的な実施を目指します。また、当社の大きな

課題である財務体質の改善とのバランスを取りながら、

資本効率・財務体質の改善を実現させ、株式価値の向上

を図り、総株主還元30％以上を実現したいと考えていま

す。なお、役員報酬体系には株主総利回り（TSR）を採用

し、株主還元を重要な経営指標と捉えています。

2020年度は新型コロナウイルス感染拡大による業績

への影響に加え、事業構造改革にともなう損失計上など

により、最終利益が赤字となり、配当を見送らせていただ

きました。株主の皆さまには大変申し訳ない気持ちです。

2021年度は国内全事業の回復、UATHの生産・販売増

加、米国事業の好調維持など業績の回復を実現し復配す

る計画です。現状の損益・財務状況は当初予想よりもさら

に好転しておりますので、どうぞご期待ください。
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160

資本効率・財務体質を早期に改善し、
株主価値・企業価値が高い組織へ

入社以来財務経理部門が長く、財務戦略を立案・実行。2020年
4月の組織改正に合わせて財務本部長に着任。経営統合後は海
外事業戦略、IRを担当し、海外投資案件の企画立案や資本市場
との対話を担当。2016年から2019年まで米国シカゴ駐在。

取締役兼常務執行役員 財務本部長

川島 輝夫

財務本部長メッセージ
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2019年9月、UACJは、「稼ぐ力の向上」「財務体質の改

善」「経営のスピードと質の向上」を柱とする事業構造改革

を公表しました。この改革を財務経理面から推進していく

ため、財務本部では資本効率の向上、キャッシュフロー管

理の強化、有利子負債削減などによる「財務基盤の強化」

に全力を注いでいます。

資本効率の向上については、当社の重要な経営指標で

あるROEの向上を実現するため、各事業部門において

ROICを指標とした事業管理の徹底・レベルアップを推

進、全社的な財務規律はD/Eレシオを指標として管理をし

ています。たとえば、ROIC管理の推進では、新中期経営

計画の策定のなかで、各事業部門別の投下資本（使用資

産額）と加重平均資本コスト（WACC）を基準とした社内

ハードルレートを提示しました。さらに各事業部門に資本

効率の理解向上と目標を認識してもらうため、私自身が

各事業部門の主要メンバーを対象に資本効率経営・

ROIC管理について説明するなど、資本効率管理に関する

社内のレベルアップにも力を注いでいます。

当社は海外市場で増加するアルミニウム需要に対応す

るため、2013年10月の経営統合以降、日本・米国・タイ

の製造拠点に大型投資を実行してきました。これにより

現在、日本・北米・東南アジアの3地域に大きな圧延能力

を有する世界でも有数のアルミニウム圧延会社となりまし

た。2018年度以降にタイ新工場の設備投資などの大型

投資がほぼ完了したことにともない、減価償却費等の固

定費負担が大幅に増加しました。これに加えて、米中貿易

摩擦による事業環境の変化や、新型コロナウイルス感染

拡大による影響を受けて、タイ新工場の生産・販売数量が

予定より後ろ倒しになるなど売上高が伸び悩んだ結果、

2018年度以降のROIC（営業利益ベース）は2％前後で

推移し、一時的に悪化しました。

財務状況についても、統合以来、大型投資の実行により

営業キャッシュ・フローを上回る投資キャッシュ・フローが

継続した結果、有利子負債が大幅に増加しました。しか

し、2019年度は、大型投資の工事完了による投資キャッ

シュ・フローの減少、営業キャッシュ・フローの好転に加え、

経営資源の集約を目的とした銅管事業の売却などによ

り、経営統合以来、初めてフリー・キャッシュ・フローを黒

字化することができました。有利子負債残高は、2018年

度末の3,751億円をピークに、2020年度末は3,358億

円（393億円削減）へと圧縮しました。財務健全性の指標

とするD/Eレシオは、2020年度末1.6倍（劣後ローン資

本性考慮）とぜい弱な財務状況が続いていますが、構造改

革および第３次中期経営計画の重要課題に「財務体質の

ル操業などにより、営業利益の向上・資本効率やフリー・

キャッシュ・フローの好転を図り、収益力の強化・財務基盤

の改善を実現していきます。

当社は、2021年5月に“長期経営ビジョン・第3次中期

経営計画”を公表し、2023年度までの損益・財務目標と

2030年度に目指す水準を明確にしました。現在、海外市

改善・財務規律の徹底」を掲げ、全社を挙げて財務基盤の

強化に取り組んでいます。今後も事業管理指標である

ROICを、各事業部門の一人ひとりがより強く意識してい

ただくことにより、損益向上はもちろんキャッシュ・フロー

の向上も可能となると考えています。

足下の状況は、依然コロナ禍による影響が懸念されま

すが、世界的なアルミニウム缶需要の拡大、自動車向けア

ルミニウム材の需要増加といったプラス要因もあります。

今後もタイ工場の生産・販売数量の増加、米国工場のフ

ス）6.0％としています。2021年度以降は、旺盛な需要環

境を背景に生産・販売数量の増加・工場稼働率の上昇に

よって、資本効率を急速に改善できると考えています。ま

た、UATH※1業績の黒字化など赤字事業会社がなくなる

ことで連結最終利益が好転し、ROEの向上を実現できる

見通しです。

財務体質については、第3次中期経営計画期間中の営

業キャッシュ・フロー総額を1,400億円、投資キャッシュ・

フロー780億円、差額620億円を株主還元・有利子負債

場を中心に環境への対応に対する意識の高まりを背景

に、アルミニウム缶の需要が大幅に増加し、EVをはじめ

自動車向けアルミニウム材の採用が拡大するなど、アルミ

ニウム圧延材の需要は大幅に増加しています。これまで

日本・米国・タイで実施してきた積極的な能力増強が今後

の事業成長に大きく寄与し、資本効率・財務体質の改善

につながるものと考えています。　

第3次中期経営計画では、2023年度の目標数値を連

結経常利益250億円、ROE7.5％、ROIC（営業利益ベー

長期経営ビジョン・第３次中期経営計画
資本効率の向上・財務基盤の確立

           

削減に充当する計画です。特に投資計画については、同

期間内の減価償却費を1,078億円（予想）に対して約

70％程度とします。そして、2023年度末の有利子負債残

高目標は2,800億円以下としています。

当社は統合以来、需要増加に備えた能力増強投資を続

けてきましたが、大型投資が一巡したことに加え、今後は

構造改革によって強化された収益力と大型投資の事業貢

献による営業キャッシュ・フローの増加などでフリー・キャッ

シュ・フローが好転し、有利子負債の削減・財務基盤の改

善が進むと見込んでいます。さらに損益好転による株主資

本の積み増しも期待できることから、2023年度末でD/E

レシオ1.2倍以下（劣後ローン資本性考慮後）を目標として

います。2023年度以降も利益創出による株主資本の積み

上げ、フリー・キャッシュ・フローの確保による有利子負債の

削減を進め、D/Eレシオ1倍以下の早期実現を目指します。

今回公表した長期経営ビジョンでは2030年度の目標と

する資本効率・財務状況をROE、ROIC（営業利益ベース）

ともに10％以上としています。この実現に向けて、第3次

中期経営計画の目標達成に全力を尽くします。

北米地域でのアルミニウム缶やEV等の自動車向けアル

ミニウム部品など、アルミニウム需要が大幅に増えると予

想されています。とりわけアルミニウム缶の需要は、2025

年度まで年率5％で増加し、2026年度以降もさらに増え

ていくと見られています。当社は、この予想される需要増

加に対して、2023年度まではすでに実施済みの増強能力

をフル活用することで応えられると考えています。他方、

2023年度以降に向けては、アルミニウム圧延メーカーに

とって大変大きな事業機会を捉えるためにも、さらなる能

力アップを含めて施策を検討しています。また、リサイクル

促進などの環境分野やDXなどへの投資も必要であると

考えています。実施に際しては、資本効率・社内ハードル

レートと照らしながら、財務基盤の強化とのバランスを

コントロールしていきます。

※1 UACJ (Thailand) Co., Ltd.

財務資源の配分については、「成長事業への投資」「株

主還元の実施」「財務体質の強化」を検討すべきポイントと

し、事業拡大を図りながら企業基盤の強化を進めていき

ます。

また、今回の“長期経営ビジョン・第３次中期経営計画”

では、非財務目標を設定し、企業の社会的責任を果たして

いくことを明確にしました。とりわけ環境・気候変動問題

に対する責任と将来目標を明確にし、その実現に向けて

企業活動を進めていくことは、アルミニウム圧延メーカー

としての重要な責務であり、そのための財務的資源の配

分も重要な検討課題と認識しています。

さらに新型コロナウイルスへの感染防止をはじめとする

リスクマネジメントの重要性を再認識し、どのような状況

下でも企業活動を維持できる財務基盤と迅速な経営情報

の提供、効率経営に向けた経費削減など、企業基盤強化・

企業価値向上の実現に注力します。

株主還元については、総還元性向を基準に、現在の中

期経営計画期間中は、配当性向20％～30％を目途とし、

安定的・継続的な実施を目指します。また、当社の大きな

課題である財務体質の改善とのバランスを取りながら、

資本効率・財務体質の改善を実現させ、株式価値の向上

を図り、総株主還元30％以上を実現したいと考えていま

す。なお、役員報酬体系には株主総利回り（TSR）を採用

し、株主還元を重要な経営指標と捉えています。

2020年度は新型コロナウイルス感染拡大による業績

への影響に加え、事業構造改革にともなう損失計上など

により、最終利益が赤字となり、配当を見送らせていただ

きました。株主の皆さまには大変申し訳ない気持ちです。

2021年度は国内全事業の回復、UATHの生産・販売増

加、米国事業の好調維持など業績の回復を実現し復配す

る計画です。現状の損益・財務状況は当初予想よりもさら

に好転しておりますので、どうぞご期待ください。
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● 資本効率の重視 : 資本コストを上回る収益性の確保
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的確に捉えられる財務基盤の確立
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2019年9月、UACJは、「稼ぐ力の向上」「財務体質の改

善」「経営のスピードと質の向上」を柱とする事業構造改革

を公表しました。この改革を財務経理面から推進していく

ため、財務本部では資本効率の向上、キャッシュフロー管

理の強化、有利子負債削減などによる「財務基盤の強化」

に全力を注いでいます。

資本効率の向上については、当社の重要な経営指標で

あるROEの向上を実現するため、各事業部門において

ROICを指標とした事業管理の徹底・レベルアップを推

進、全社的な財務規律はD/Eレシオを指標として管理をし

ています。たとえば、ROIC管理の推進では、新中期経営

計画の策定のなかで、各事業部門別の投下資本（使用資

産額）と加重平均資本コスト（WACC）を基準とした社内

ハードルレートを提示しました。さらに各事業部門に資本

効率の理解向上と目標を認識してもらうため、私自身が

各事業部門の主要メンバーを対象に資本効率経営・

ROIC管理について説明するなど、資本効率管理に関する

社内のレベルアップにも力を注いでいます。

当社は海外市場で増加するアルミニウム需要に対応す

るため、2013年10月の経営統合以降、日本・米国・タイ

の製造拠点に大型投資を実行してきました。これにより

現在、日本・北米・東南アジアの3地域に大きな圧延能力

を有する世界でも有数のアルミニウム圧延会社となりまし

た。2018年度以降にタイ新工場の設備投資などの大型

投資がほぼ完了したことにともない、減価償却費等の固

定費負担が大幅に増加しました。これに加えて、米中貿易

摩擦による事業環境の変化や、新型コロナウイルス感染

拡大による影響を受けて、タイ新工場の生産・販売数量が

予定より後ろ倒しになるなど売上高が伸び悩んだ結果、

2018年度以降のROIC（営業利益ベース）は2％前後で

推移し、一時的に悪化しました。

財務状況についても、統合以来、大型投資の実行により

営業キャッシュ・フローを上回る投資キャッシュ・フローが

継続した結果、有利子負債が大幅に増加しました。しか

し、2019年度は、大型投資の工事完了による投資キャッ

シュ・フローの減少、営業キャッシュ・フローの好転に加え、

経営資源の集約を目的とした銅管事業の売却などによ

り、経営統合以来、初めてフリー・キャッシュ・フローを黒

字化することができました。有利子負債残高は、2018年

度末の3,751億円をピークに、2020年度末は3,358億

円（393億円削減）へと圧縮しました。財務健全性の指標

とするD/Eレシオは、2020年度末1.6倍（劣後ローン資

本性考慮）とぜい弱な財務状況が続いていますが、構造改

革および第３次中期経営計画の重要課題に「財務体質の

ル操業などにより、営業利益の向上・資本効率やフリー・

キャッシュ・フローの好転を図り、収益力の強化・財務基盤

の改善を実現していきます。

当社は、2021年5月に“長期経営ビジョン・第3次中期

経営計画”を公表し、2023年度までの損益・財務目標と

2030年度に目指す水準を明確にしました。現在、海外市

改善・財務規律の徹底」を掲げ、全社を挙げて財務基盤の

強化に取り組んでいます。今後も事業管理指標である

ROICを、各事業部門の一人ひとりがより強く意識してい

ただくことにより、損益向上はもちろんキャッシュ・フロー

の向上も可能となると考えています。

足下の状況は、依然コロナ禍による影響が懸念されま

すが、世界的なアルミニウム缶需要の拡大、自動車向けア

ルミニウム材の需要増加といったプラス要因もあります。

今後もタイ工場の生産・販売数量の増加、米国工場のフ

ス）6.0％としています。2021年度以降は、旺盛な需要環

境を背景に生産・販売数量の増加・工場稼働率の上昇に

よって、資本効率を急速に改善できると考えています。ま

た、UATH※1業績の黒字化など赤字事業会社がなくなる

ことで連結最終利益が好転し、ROEの向上を実現できる

見通しです。

財務体質については、第3次中期経営計画期間中の営

業キャッシュ・フロー総額を1,400億円、投資キャッシュ・

フロー780億円、差額620億円を株主還元・有利子負債

場を中心に環境への対応に対する意識の高まりを背景

に、アルミニウム缶の需要が大幅に増加し、EVをはじめ

自動車向けアルミニウム材の採用が拡大するなど、アルミ

ニウム圧延材の需要は大幅に増加しています。これまで

日本・米国・タイで実施してきた積極的な能力増強が今後

の事業成長に大きく寄与し、資本効率・財務体質の改善

につながるものと考えています。　

第3次中期経営計画では、2023年度の目標数値を連

結経常利益250億円、ROE7.5％、ROIC（営業利益ベー

長期経営ビジョン・第３次中期経営計画
資本効率の向上・財務基盤の確立

           

削減に充当する計画です。特に投資計画については、同

期間内の減価償却費を1,078億円（予想）に対して約

70％程度とします。そして、2023年度末の有利子負債残

高目標は2,800億円以下としています。

当社は統合以来、需要増加に備えた能力増強投資を続

けてきましたが、大型投資が一巡したことに加え、今後は

構造改革によって強化された収益力と大型投資の事業貢

献による営業キャッシュ・フローの増加などでフリー・キャッ

シュ・フローが好転し、有利子負債の削減・財務基盤の改

善が進むと見込んでいます。さらに損益好転による株主資

本の積み増しも期待できることから、2023年度末でD/E

レシオ1.2倍以下（劣後ローン資本性考慮後）を目標として

います。2023年度以降も利益創出による株主資本の積み

上げ、フリー・キャッシュ・フローの確保による有利子負債の

削減を進め、D/Eレシオ1倍以下の早期実現を目指します。

今回公表した長期経営ビジョンでは2030年度の目標と

する資本効率・財務状況をROE、ROIC（営業利益ベース）
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中期経営計画の目標達成に全力を尽くします。

北米地域でのアルミニウム缶やEV等の自動車向けアル

ミニウム部品など、アルミニウム需要が大幅に増えると予

想されています。とりわけアルミニウム缶の需要は、2025

年度まで年率5％で増加し、2026年度以降もさらに増え

ていくと見られています。当社は、この予想される需要増

加に対して、2023年度まではすでに実施済みの増強能力

をフル活用することで応えられると考えています。他方、

2023年度以降に向けては、アルミニウム圧延メーカーに

とって大変大きな事業機会を捉えるためにも、さらなる能

力アップを含めて施策を検討しています。また、リサイクル

促進などの環境分野やDXなどへの投資も必要であると

考えています。実施に際しては、資本効率・社内ハードル

レートと照らしながら、財務基盤の強化とのバランスを

コントロールしていきます。

※1 UACJ (Thailand) Co., Ltd.

財務資源の配分については、「成長事業への投資」「株

主還元の実施」「財務体質の強化」を検討すべきポイントと

し、事業拡大を図りながら企業基盤の強化を進めていき

ます。

また、今回の“長期経営ビジョン・第３次中期経営計画”

では、非財務目標を設定し、企業の社会的責任を果たして

いくことを明確にしました。とりわけ環境・気候変動問題

に対する責任と将来目標を明確にし、その実現に向けて

企業活動を進めていくことは、アルミニウム圧延メーカー

としての重要な責務であり、そのための財務的資源の配

分も重要な検討課題と認識しています。

さらに新型コロナウイルスへの感染防止をはじめとする

リスクマネジメントの重要性を再認識し、どのような状況

下でも企業活動を維持できる財務基盤と迅速な経営情報

の提供、効率経営に向けた経費削減など、企業基盤強化・

企業価値向上の実現に注力します。

株主還元については、総還元性向を基準に、現在の中

期経営計画期間中は、配当性向20％～30％を目途とし、

安定的・継続的な実施を目指します。また、当社の大きな

課題である財務体質の改善とのバランスを取りながら、

資本効率・財務体質の改善を実現させ、株式価値の向上

を図り、総株主還元30％以上を実現したいと考えていま

す。なお、役員報酬体系には株主総利回り（TSR）を採用

し、株主還元を重要な経営指標と捉えています。

2020年度は新型コロナウイルス感染拡大による業績

への影響に加え、事業構造改革にともなう損失計上など

により、最終利益が赤字となり、配当を見送らせていただ

きました。株主の皆さまには大変申し訳ない気持ちです。

2021年度は国内全事業の回復、UATHの生産・販売増

加、米国事業の好調維持など業績の回復を実現し復配す

る計画です。現状の損益・財務状況は当初予想よりもさら

に好転しておりますので、どうぞご期待ください。
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2019年9月、UACJは、「稼ぐ力の向上」「財務体質の改
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効率の理解向上と目標を認識してもらうため、私自身が

各事業部門の主要メンバーを対象に資本効率経営・

ROIC管理について説明するなど、資本効率管理に関する

社内のレベルアップにも力を注いでいます。

当社は海外市場で増加するアルミニウム需要に対応す

るため、2013年10月の経営統合以降、日本・米国・タイ

の製造拠点に大型投資を実行してきました。これにより
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を有する世界でも有数のアルミニウム圧延会社となりまし

た。2018年度以降にタイ新工場の設備投資などの大型

投資がほぼ完了したことにともない、減価償却費等の固

定費負担が大幅に増加しました。これに加えて、米中貿易

摩擦による事業環境の変化や、新型コロナウイルス感染

拡大による影響を受けて、タイ新工場の生産・販売数量が

予定より後ろ倒しになるなど売上高が伸び悩んだ結果、

2018年度以降のROIC（営業利益ベース）は2％前後で

推移し、一時的に悪化しました。

財務状況についても、統合以来、大型投資の実行により

営業キャッシュ・フローを上回る投資キャッシュ・フローが

継続した結果、有利子負債が大幅に増加しました。しか

し、2019年度は、大型投資の工事完了による投資キャッ

シュ・フローの減少、営業キャッシュ・フローの好転に加え、

経営資源の集約を目的とした銅管事業の売却などによ

り、経営統合以来、初めてフリー・キャッシュ・フローを黒

字化することができました。有利子負債残高は、2018年

度末の3,751億円をピークに、2020年度末は3,358億

円（393億円削減）へと圧縮しました。財務健全性の指標

とするD/Eレシオは、2020年度末1.6倍（劣後ローン資

本性考慮）とぜい弱な財務状況が続いていますが、構造改

革および第３次中期経営計画の重要課題に「財務体質の

ル操業などにより、営業利益の向上・資本効率やフリー・

キャッシュ・フローの好転を図り、収益力の強化・財務基盤

の改善を実現していきます。

当社は、2021年5月に“長期経営ビジョン・第3次中期

経営計画”を公表し、2023年度までの損益・財務目標と

2030年度に目指す水準を明確にしました。現在、海外市

改善・財務規律の徹底」を掲げ、全社を挙げて財務基盤の

強化に取り組んでいます。今後も事業管理指標である

ROICを、各事業部門の一人ひとりがより強く意識してい

ただくことにより、損益向上はもちろんキャッシュ・フロー

の向上も可能となると考えています。

足下の状況は、依然コロナ禍による影響が懸念されま

すが、世界的なアルミニウム缶需要の拡大、自動車向けア

ルミニウム材の需要増加といったプラス要因もあります。

今後もタイ工場の生産・販売数量の増加、米国工場のフ

ス）6.0％としています。2021年度以降は、旺盛な需要環

境を背景に生産・販売数量の増加・工場稼働率の上昇に

よって、資本効率を急速に改善できると考えています。ま

た、UATH※1業績の黒字化など赤字事業会社がなくなる

ことで連結最終利益が好転し、ROEの向上を実現できる

見通しです。

財務体質については、第3次中期経営計画期間中の営

業キャッシュ・フロー総額を1,400億円、投資キャッシュ・

フロー780億円、差額620億円を株主還元・有利子負債

場を中心に環境への対応に対する意識の高まりを背景

に、アルミニウム缶の需要が大幅に増加し、EVをはじめ

自動車向けアルミニウム材の採用が拡大するなど、アルミ

ニウム圧延材の需要は大幅に増加しています。これまで

日本・米国・タイで実施してきた積極的な能力増強が今後

の事業成長に大きく寄与し、資本効率・財務体質の改善

につながるものと考えています。　

第3次中期経営計画では、2023年度の目標数値を連

結経常利益250億円、ROE7.5％、ROIC（営業利益ベー

削減に充当する計画です。特に投資計画については、同

期間内の減価償却費を1,078億円（予想）に対して約

70％程度とします。そして、2023年度末の有利子負債残

高目標は2,800億円以下としています。

当社は統合以来、需要増加に備えた能力増強投資を続

けてきましたが、大型投資が一巡したことに加え、今後は

構造改革によって強化された収益力と大型投資の事業貢

献による営業キャッシュ・フローの増加などでフリー・キャッ

シュ・フローが好転し、有利子負債の削減・財務基盤の改

善が進むと見込んでいます。さらに損益好転による株主資

本の積み増しも期待できることから、2023年度末でD/E

レシオ1.2倍以下（劣後ローン資本性考慮後）を目標として

います。2023年度以降も利益創出による株主資本の積み

上げ、フリー・キャッシュ・フローの確保による有利子負債の

削減を進め、D/Eレシオ1倍以下の早期実現を目指します。

今回公表した長期経営ビジョンでは2030年度の目標と

する資本効率・財務状況をROE、ROIC（営業利益ベース）

ともに10％以上としています。この実現に向けて、第3次

中期経営計画の目標達成に全力を尽くします。

北米地域でのアルミニウム缶やEV等の自動車向けアル

ミニウム部品など、アルミニウム需要が大幅に増えると予

想されています。とりわけアルミニウム缶の需要は、2025

年度まで年率5％で増加し、2026年度以降もさらに増え

ていくと見られています。当社は、この予想される需要増

加に対して、2023年度まではすでに実施済みの増強能力

をフル活用することで応えられると考えています。他方、

2023年度以降に向けては、アルミニウム圧延メーカーに

とって大変大きな事業機会を捉えるためにも、さらなる能

力アップを含めて施策を検討しています。また、リサイクル

促進などの環境分野やDXなどへの投資も必要であると

考えています。実施に際しては、資本効率・社内ハードル

レートと照らしながら、財務基盤の強化とのバランスを

コントロールしていきます。

※1 UACJ (Thailand) Co., Ltd.

財務資源の配分については、「成長事業への投資」「株

主還元の実施」「財務体質の強化」を検討すべきポイントと

し、事業拡大を図りながら企業基盤の強化を進めていき

ます。

また、今回の“長期経営ビジョン・第３次中期経営計画”

では、非財務目標を設定し、企業の社会的責任を果たして

いくことを明確にしました。とりわけ環境・気候変動問題

に対する責任と将来目標を明確にし、その実現に向けて

企業活動を進めていくことは、アルミニウム圧延メーカー

としての重要な責務であり、そのための財務的資源の配

分も重要な検討課題と認識しています。

さらに新型コロナウイルスへの感染防止をはじめとする

リスクマネジメントの重要性を再認識し、どのような状況

下でも企業活動を維持できる財務基盤と迅速な経営情報

の提供、効率経営に向けた経費削減など、企業基盤強化・

企業価値向上の実現に注力します。

株主還元については、総還元性向を基準に、現在の中

期経営計画期間中は、配当性向20％～30％を目途とし、

安定的・継続的な実施を目指します。また、当社の大きな

課題である財務体質の改善とのバランスを取りながら、

資本効率・財務体質の改善を実現させ、株式価値の向上

を図り、総株主還元30％以上を実現したいと考えていま

す。なお、役員報酬体系には株主総利回り（TSR）を採用

し、株主還元を重要な経営指標と捉えています。

2020年度は新型コロナウイルス感染拡大による業績

への影響に加え、事業構造改革にともなう損失計上など

により、最終利益が赤字となり、配当を見送らせていただ

きました。株主の皆さまには大変申し訳ない気持ちです。

2021年度は国内全事業の回復、UATHの生産・販売増

加、米国事業の好調維持など業績の回復を実現し復配す

る計画です。現状の損益・財務状況は当初予想よりもさら

に好転しておりますので、どうぞご期待ください。

財務的資源配分・総株主還元方針
持続的成長の実現に向けた財務資源の活用
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2019年9月、UACJは、「稼ぐ力の向上」「財務体質の改
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各事業部門の主要メンバーを対象に資本効率経営・
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社内のレベルアップにも力を注いでいます。
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の製造拠点に大型投資を実行してきました。これにより
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を有する世界でも有数のアルミニウム圧延会社となりまし

た。2018年度以降にタイ新工場の設備投資などの大型

投資がほぼ完了したことにともない、減価償却費等の固

定費負担が大幅に増加しました。これに加えて、米中貿易

摩擦による事業環境の変化や、新型コロナウイルス感染

拡大による影響を受けて、タイ新工場の生産・販売数量が

予定より後ろ倒しになるなど売上高が伸び悩んだ結果、

2018年度以降のROIC（営業利益ベース）は2％前後で
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経営資源の集約を目的とした銅管事業の売却などによ
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字化することができました。有利子負債残高は、2018年

度末の3,751億円をピークに、2020年度末は3,358億

円（393億円削減）へと圧縮しました。財務健全性の指標

とするD/Eレシオは、2020年度末1.6倍（劣後ローン資
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